
令和３年度東淀川区運営方針(素案)

「住んでよかった、住み続けたい東淀川区」のまちづくり

１．自助・共助を担う地域力と、
にぎわいのある元気なまち

２． こども・青少年の健全育成に地域が
一体となって取り組んでいるまち

３. 福祉と健康に
みんなで取り組むまち

４． 安全・安心のまち

５． 区民の役に立つ
区役所があるまち

（１）地域活動協議会による自律的な地域運営の促進…2p
（２）にぎわいのある元気なまち …3p

（１） こどもとおとながお互いに元気になれるまち…4p
（２）すべてのこどもが「生きる力」を身につける「子育ち」、
「共育」 のまち…5p

（１）共に支え合い共に生きるまち…6p
（２）いきいきと暮らす健康づくりに取り組むまち…7p

（１）防災意識が高いまち…8p
（２）防犯意識が高いまち…9p
（３）交通安全への意識が高いまち…10p

（１） 区民ニーズを的確に把握し反映する住民参画型の区政運営…11p
（２） 伝えて、行動につなげる情報発信力の強化…12p
（３） 快適・迅速・確実な窓口サービス…13p
（４） 区民の役に立つ区役所を担う職員づくり…14p

５つの経営課題
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防災、防犯など安心・安全なまちづくりにかかる取組
及び地域福祉、子育て支援、地域コミュニティづくりな
どその他地域特性に即した地域課題の解決に向けた取組
が自律的に進められている状態。

地活協の構成団体が、地域特性に即した地域課題の解
決に向けた取組が自律的に進められている状態にあると
思う割合：令和５年度までに90％以上

地活協のめざすべき姿に向けて、地域の実情に即した
きめ細かな支援を行い、仕組みの定着を図ることで、よ
り多くの住民参加による自律的な地域運営を実現する。

地域活動協議会と連携して、認知度の
向上および活動への参加・参画者の増
加につなげるために、転入者パックに
封入するくらしの便利帳、区広報紙、
ホームページ、SNS、庁内スペースを
活用した広報を行う。

戦略

アウトカム指標

めざす状態（概ね３～５年間を念頭に設定）

めざす成果及び戦略 検討項目 プロセス(過程)指標 具体的取組

経営課題1-1

自分の地域に即した支援を
受けることができていると
感じた地域活動協議会の構
成団体の割合：54.4％以上

区民アンケートで地域活動
協議会を知っている区民の
割合：41.3％以上

単年度
目標

地域実情に応じたきめ細やかな支援

地域活動協議会の認知度向上に向けた支援

地域課題やニーズに対応した活動の実
施に向けた支援

地域活動協議会への補助金交付

地域担当職員による地域防災力向上に
向けた支援

地域活動協議会がアドバイ
ザーによる支援に満足して
いる割合：47.0%以上

地
域
活
動
協
議
会
を
中
心
と
し
た
地
域
活
動
へ
の
支
援

地域活動協議会による自律的な地域運営の促進
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区の魅力を発掘して地域資源とし、それらを活かした
にぎわいのあるまちづくりを多様な主体が連携して行う
ことで、世代や地域・区を越えた交流がうまれ、地域づ
くりに参画する人が増え、まちが元気になっている。

区民アンケートで東淀川区は様々な魅力を活かし、多
様な主体が連携したまちだと感じる区民の割合：令和３
年度末までに40%以上

地域・企業・大学をはじめとする各種の教育機関・行
政等の多様な主体が連携して、まちの素晴らしさを伝え
たり、新たなまちの魅力を発見、創造、発信することな
どを通じて、区内外の人の交流を促進し、まちへの愛着
心を育むとともに日常から協力し合える仕組みを構築し、
にぎわいのある元気なまちをめざす。
また、区西部地域を中心としたハード整備の進捗に伴

うまちづくりについても、地域における多様な主体と連
携・協議しながら進めていく。

戦略

アウトカム指標

めざす成果及び戦略

検討項目 プロセス(過程)指標
具体的取組経営課題1-2

新
た
な
担
い
手
の
発
掘
支
援
と

地
域
・
企
業
・
教
育
機
関
・
行
政
の
連
携

に
よ
る

魅
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り

各種事業の参加者へのア
ンケートで「地域のまち
づくりに関する活動が、
地域・企業・教育機関・
行政等様々な活動主体の
連携によって進められて
いる」と答えた区民の割
合：87.8％以上

区
民
に
よ
る

西
部
地
域
ま
ち
づ
く
り

西部地域のまちづくりに
参加した区民が、「当該
まちづくりが有効であ
る」、または、「必要で
ある」と考える割合：
70％以上

単年度
目標

地域課題の解決に向けたアクションプ
ランを作成

協議会(部会）を8回開催

関係機関と連携しまちづくりに関する
情報を発信

新大阪駅東口のまちづくりを具体化す
るためのビジョン案を検討

区民まつりの支援(実行委員会を中心
に区民や様々な機関が連携し、地域
の魅力発信・世代を問わず楽しめる
場)

BCP学びの場の開催

東淀川みらいEXPOの開催

東淀川区魅力発見プロジェクトの支援

区内２大学(大阪経済大学・大阪成蹊
大学)と連携し、区が抱える課題の解
決等に取り組む

にぎわいのある元気なまち

めざす状態（概ね３～５年間を念頭に設定）
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こどもやおとなも含めたあらゆる世代が地域で元気に
過ごし、地域で顔見知りが増えて、誰もが自然に声を掛
け合えるなど、地域全体で子育てを見守り、関わってい
る。

区民アンケートで子育てが長期的な視点でとらえられ、
地域の多様な団体と行政により様々な施策が実施され、
子育て環境が整備されていると感じる区民の割合：令和
４年度までに70％

こどもも親も周りから見守り支えられているという
安心感を得られるよう、『子育て＝保育』といった短
期的な視点で捉えるのではなく、親になるための心と
体の準備期間である思春期から妊娠、出産、乳幼児、
小中学生、青少年、成人となるまで長期的な視点を持
ち、あらゆる世代が子育てに関わっていくための切れ
目のない施策を進める。

①地域における見守り支援

③子育てに活かせる知識・情
報発信

②助産師による専門的相談事
業

戦略

アウトカム指標

めざす成果及び戦略

検討項目 プロセス(過程)指標 具体的取組経営課題2-1

支
援
を
必
要
と
す
る
こ
ど
も
に

合
っ
た
施
策
に
つ
な
げ
る
こ
と
が

で
き
る
体
制
の
構
築

単年度
目標

①赤ちゃん訪問員等からの情報提供
により子育てサロン等関係施設を利
用したと答えた保護者の割合：60％
以上

②-1 対象者へ支援終了時にアン
ケートを実施し「育児に自信が持て
るようになった割合」：70％以上

③子育てサロンのアンケートで出
前講座やホームページ上の子育て
情報が役立っていると感じる割
合：70%以上

あ
ら
ゆ
る
世
代
が
子
育
て
に

関
わ
っ
て
い
く
た
め
の

切
れ
目
の
な
い
施
策
の
推
進

②-2 助産師への相談利用者の満足
度：90％以上

①こどもサポートネットの取組によ
り支援が必要であることが判明した
子育て家庭のうち、適切な関係機関
につなげた割合：60％以上

①区内全小中学校において実
施される、こどもサポート
ネットにおけるスクリーニン
グ会議の結果を踏まえ、支援
が必要な子育て世帯を適切な
関係機関につなげる。

こどもとおとながお互いに
元気になれるまち

②区独自の取り組みにより支援が
必要であることが判明した子育て
家庭のうち、適切な関係機関につ
なげた割合：60％以上

②区独自の取組として上記①
事業の対象を区内保育施設等
に拡げて、支援が必要な子育
て世帯を適切な関係機関につ
なげる。

めざす状態（概ね３～５年間を念頭に設定）
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すべてのこどもが健康で心豊かに力強く生き
抜き、未来を切り拓いていくために必要な「生
きる力（自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、
行動し、よりよく問題を解決する能力）」を、
主体的に身につけられるよう、地域における子
育て・教育環境が整っている。
また、こどもの「生きる力」をはぐくむ土台

となる自尊感情の重要性について、家庭や地域
の人々が理解しており、共に学び、育てあう
「共育」の取り組みが進み、次の世代へとつな
がっている。

区民アンケートですべてのこどもが「生きる
力」を主体的に身に付けられる子育て・教育環境
が地域において整っていると感じる区民の割合：
令和４年度までに50％

「生きる力」を身に付けるために大切な自尊感
情の向上のため、家族や地域とのふれあいや絆を
深める機会や、心身ともに健全な成長を促進する
取組、成功を実感できる体験づくりなどの施策を
推進する。
また、こどももおとなも共に学び育つ環境が地

域で構築され、次世代につながるよう、子育て世
帯と地域の人々との交流を進める施策を推進する。

①学校の実情に応じた教育支
援事業
・小中学校へのゲストティー
チャー派遣事業
・鑑賞教育事業
・プログラミング教育支援事
業

③絵本の読み聞かせ事業

②学校協議会への補佐

戦略

アウトカム指標

めざす成果及び戦略

検討項目 プロセス(過程)指標 具体的取組経営課題2-2

子
育
て
世
帯
を
含
む
地

域
住
民
の
交
流
促
進

②区民アンケートで「学校を活用した地域連携事
業を知っている」と回答する区民の割合：40％以
上

単年度
目標

①区教育会議
区教育行政連絡会

②学校を活用した地域連携事
業
・はぐくみネット事業
・生涯学習ルーム事業
・学校体育施設開放事業

①青少年育成区民大会等でアンケートを取り、子
ども・青少年の健全育成に関する取組に参加した
いと思ったと回答する人の割合：30％以上 ①青少年育成推進事業

①区内において、学校、地域の実情に応じた教育
が行われたと感じる「保護者・区民等の参画のた
めの会議」の委員の割合：90％以上

②区職員からの学校協議会施策に関する説明・情
報提供は、学校協議会について理解を深めるのに
役立ったと感じる学校協議会委員研修会に参加す
る委員の割合：80％以上

分
権
型
教
育
の
推
進

①本事業が役立ったと回答した学校の割合：50％

②受講前より学校の授業が分かるようになったと回答す
る受講者の割合：50％以上

②民間事業者を活用した課外
学習事業

③「絵本読み聞かせ事業の取組が、子育てに絵本を取
り入れるきっかけになると思う」また、「事業の取組
に参加したことで、子どもと触れ合う時間が増えた」
と回答する参加者の割合：それぞれ60％以上

「
生
き
る
力
」
の
獲
得
、

「
自
尊
感
情
」
の
向
上
の

た
め
の
施
策
の
推
進

すべてのこどもが「生きる力」を身に
つける「子育ち」、「共育」のまち

めざす状態（概ね３～５年間を念頭に設定）

5



地域のこどもから高齢者、障がいのある方など
の誰もが自分でできることは自分で行い、みんな
で支え合いながら暮らすコミュニティが育成され、
不安や困りごとがあればすぐに身近な人や区役所
などに相談でき、必要な支援につながる。

自分でできることは自分で行い（自助）、解決
できないことは身近な人や地域の人に相談し共に
支えあう（共助）という意識を自覚している区民
の割合が60％以上

地域の中での自助・共助・公助の考えの理解と
実践、地域の複合的な課題の把握、職員間や関係
機関、地域団体とのネットワークを充実させなが
ら、第２期東淀川区地域保健福祉計画に基づき、
多様な支援ニーズに対して、より一層、迅速・的
確に対応していく。

各地域に配置されている地域福祉
コーディネーターの資質向上を目指し、
研修会の開催や各地域の課題等の情報
共有を図るための交流会を実施

「地域における見守りネットワーク強化
事業」や「つながる場」等と連携して切
れ目のない支援体制を構築

戦略

アウトカム指標

めざす成果及び戦略

検討項目 プロセス(過程)指標 具体的取組経営課題3-1

複
合
課
題
世
帯
へ
の
支
援

単年度
目標

①生活困窮者の自立支援
「東淀川区生活困窮者サポートネット
連絡会（困サポ）」と「支援全体会
議」を活かし、区役所内外の関係部署
と連携を進める

配置できている地域の地域福祉コー
ディネーターが、相談のあったケー
スに対して、何らかの専門的支援に
つなげたり解決できた割合：各地域
の相談件数の70％以上

「総合的な支援調整の場(つながる
場)」参加者アンケートを実施し、
つながる場に出席したことが、今後
の支援に活かせると感じる方の割
合：90％以上

②東淀川区中学生勉強会事業

生
活
困
窮
者
の
自
立
支
援

と
貧
困
連
鎖
の
解
消

令和３年度当初において、地域福祉
コーディネーターが配置できていない
地域については、早急に配置できるよ
う調整

地
域
に
お
け
る
福
祉
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
づ
く
り
支
援

既存のしくみでは解決できない支援困
難事例に対して施策横断的に関係機関
が参画し解決を図る「総合的な支援調
整の場（つながる場）」を開催し、有
効な連携につなげ支えるためのしくみ
づくりを行う

共に支え合い共に生きるまち

①「困サポ」に複数回参加された方
にアンケートを実施し、『「困サ
ポ」に参加することで、顔の見える
関係ができ、支援がしやすくなっ
た』と答えた方の割合：60％以上

②中学生勉強会参加登録後、３回以
上継続参加した中学生のうち、年度
最終の３か月間で１度以上参加した
生徒を「定着した」と定義し、その
定義に当てはまる中学生の割合：
80％以上

めざす状態（概ね３～５年間を念頭に設定）
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いつまでもいきいきと自分らしく自立した生
活をおくるために、区民の健康づくりに対する
意識が向上し、生涯を通して健康寿命を延伸す
るための取り組みが実行されている。

区民アンケートで自分自身の健康のために、
過去１年間で少しでも検診の受診や生活習慣
の改善、体力づくりなどに取り組んでいる区
民の割合：令和５年度末までに83％以上

「今をいきいきと過ごせば、将来もいきい
きと過ごせる」という意識づけを行い、あら
ゆる区民が自主的に「栄養・運動・休養」を
充実させるための施策を進めるとともに、地
域ともつながりながら健康づくりの取り組み
を進めていけるよう、担い手づくりや支援に
各団体と連携して取り組んでいく。
新型コロナウイルス感染症により取り組ん

でいる区民の割合が減少していると見込まれ
るが、令和５年度までに令和元年度程度まで
増やしていく。

検診受診勧奨：乳幼児健診の受診対象者の保護者
に対し、受診啓発の実施等

がん検診の受診啓発の実施

戦略

アウトカム指標

めざす成果及び戦略

検討項目 プロセス(過程)指標 具体的取組経営課題3-2

高
齢
者
等
の

在
宅
医
療
・介
護
連
携
の
推
進

単年度
目標

区民アンケートにおいて健
康診断（特定検診・人間
ドック・がん検診・職場検
診など）を受診したと回答
する割合：30%以上

講演会や学習会が在宅医
療・介護について考える
きっかけとなった区民の割
合：70％

・いきいき百歳体操の場：
51会場
・そのうち、「わくわく！
いきいき百歳体操」(新た
ないきいき百歳体操の内容
を取り入れている)の場：
22会場

受動喫煙や禁煙指導の啓発活動

介護予防活動：「いきいき百歳体操」等を通じ
た社会参加への支援、サポーターの育成
・地域の健康講座で、リーフレットなどを活用
して新たな開催場所を開拓
・わくわく！いきいき百歳体操：認知症、閉じ
こもり予防となる内容(30分)を追加し再構築

在宅医療・介護連携推進会議の実施
在宅医療・介護連携実務者会議の実施

在宅医療等のリーフレットの配布による啓発

関係職種の研修、市民に対する学習会、講演会を
実施

様々な機会を利用し在宅医療等について啓発

検診受診機会の拡大：レディースデイの設定、区
内小中学校・淡路出張所等での検診の実施、土日
の総合がん検診の実施等

い
つ
ま
で
も
い
き
い
き
と

自
分
ら
し
く
過
ご
す
た
め
の

健
康
寿
命
延
伸
へ
の
取
り
組
み

いきいきと暮らす
健康づくりに取り組むまち

めざす状態（概ね３～５年間を念頭に設定）
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地域住民の防災・減災意識が高まり、地域主体の自
助・共助を基本とした取組の促進により、要配慮者に配
慮した防災・減災対策の実施など、「区民等・法人及び
団体等の事業者・行政」それぞれが責務と役割を果たし
ながら、相互に連携及び協力し、災害に強いまちづくり
が実現される。

区民アンケートで大規模な災害時における住民どうし
の助け合いが期待できると答えた区民の割合：近所同士
の安否確認について令和５年度末までに50％以上
かつ安全な場所への避難について令和５年度末までに
75％以上

防災・減災に関する知識の普及・啓発に努め、普段か
らあらゆる世代の地域住民や団体等が自主的に防災・減
災について考え、地域の特性や様々な状況を想定した自
主的な地域の防災活動の促進とその活性化を図るための
支援を行う。
また、災害時に要配慮者に支援が届くよう、平時から

地域においてつながりをつくることを支援するとともに、
福祉避難所、医療分野での災害時の実行体制・連携強化
に取り組む。

防災に関する情報発信（毎月）
(ローリングストック法、家具の転倒防止方法、災
害情報発信ツールの紹介等)

地域主体の避難所開設・運営訓練等の実施支援

戦略

アウトカム指標

めざす成果及び戦略

検討項目 プロセス(過程)指標 具体的取組経営課題4-1

単年度
目標

新大阪駅周辺地区帰宅困難者対策協議会の開催（３
回）と災害時における新大阪駅周辺の情報提供拠点
及び一時滞在スペースの開設・運営訓練（１回）

地域特性に応じた避難所開設・運営体制の構築

訓練実施後のア
ンケートにおい
て、「災害時に
取るべき行動が
分かった」と答
えた参加者の割
合が90％以上

①福祉避難所・
区医師会等を含
めた総合防災訓
練のアンケート
において意義の
ある訓練だと感
じた参加者の割
合：60％以上

災害時における福祉支援をテーマにした講演会の実
施（３回）

地域主催の訓練に福祉施設との連携や要配慮者支援
を盛り込んだ訓練の実施支援

福祉避難所や区医師会等を含めた総合防災訓練の実
施（１回）

②福祉施設との
連携や要配慮者
支援を盛り込ん
だ避難所開設・
運営訓練の実施
支援（３地域）

福
祉
・
医
療
分
野

と
の
連
携

自
助
・
共
助
に
よ
る

防
災
・
減
災
力
の
向
上

防災意識が高いまち

区役所と地域の災害時における連絡体制の強化や情
報発信訓練の実施

めざす状態（概ね３～５年間を念頭に設定）
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地域住民の防犯に対する意識が高まり、地域が主体と
なり、警察や行政・企業等と連携して犯罪の抑止の取り
組みが進められ、みんなが安心して暮らせるまちづくり
が実現される。

区民アンケートで地域が主体となり、警察、行政、企
業等が連携して犯罪の抑止、防犯対策に向けた取り組み
が進められていると感じる区民の割合：令和３年度末ま
でに70%以上

警察等との連携を強め、地域への犯罪情報の提供等
の広報活動を充実し、幅広い地域住民の防犯意識を向
上させるとともに、地域間の連携を促進し、地域の自
主的な防犯活動が効果的に取り組めるよう支援する。
また、こどもや女性を犯罪から守るための防犯カメ

ラの設置や依然多く発生している特殊詐欺被害防止対
策などについて、地域や警察・企業等とも連携しなが
ら、地域の状況を踏まえ、防犯対策に取り組む。

区防犯カメラを設置、維持管理、継続運用

ツーロック促進の啓発活動
(自転車盗被害の発生状況を分析)

戦略

アウトカム指標

めざす成果及び戦略

検討項目 プロセス
(過程)指標

具体的取組経営課題4-2

単年度
目標

・啓発ポスターなどの作成(スーパー等の商業
施設や各地域集会所等へ設置)

・SNS等を利用した広報活動の強化

区民アンケートで地域
住民の防犯意識が向上
していると考える区民
の割合：70％以上

地
域
安
全
防
犯
対
策 効果的な夜間青色防犯パトロールの実施

(犯罪の発生状況を分析)

青色防犯パトロール活動
(地域間連携による効果的な活動を促進)

高齢者を中心に講習会や自己防衛対策向上の啓
発活動 (特殊詐欺被害防止や消費者保護)

街頭における犯罪防止の啓発活動
(地域や警察、企業等と連携)

防犯教室・啓発活動 (子どもや女性をねらった
犯罪や事案防止、防犯意識の向上)

重
点
犯
罪
の
抑
止

こどもをねらった犯罪
の発生件数：前年認知
件数以下

特殊詐欺認知件数：
前年認知件数以下

防犯意識が高いまち

めざす状態（概ね３～５年間を念頭に設定）
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地域住民の交通安全・マナーに対する意識が高く、交
通事故やトラブルが少ないまちづくりが実現される。

区民アンケートで地域が主体となり、警察や行政、企
業等と連携して交通安全に向けた取り組みが進められて
いると回答する区民の割合：令和３年度末までに70％以
上

警察等との連携により交通ルール遵守と交通・駐輪マ
ナーの啓発・指導を徹底するとともに、地域や企業等と
連携した交通安全運動や普及啓発活動の推進に取り組む。

安全教室を実施するための支援（地域や学校、
PTA等が主体となり、交通安全、自転車利用の
ルール・マナー向上）

高齢者や保護者、こどもに対する自転車ルール
の普及啓発活動

戦略

アウトカム指標

めざす成果及び戦略 検討項目
プロセス
(過程)指標

具体的取組経営課題4-3 単年度
目標

区民アンケートで地
域住民の交通安全、
自転車利用のルール
周知・マナー向上が
進められていると答
える区民の割合：
60％以上

自
転
車
ル
ー
ル
・
マ
ナ
ー
の
啓
発

自転車利用適正化を目的にした普及啓発活動
（自転車マナーアップ強化月間中）
（地域や警察、企業等と連携）

放置自転車の多い駅周辺に啓発指導員を配置

区民アンケートで日
頃交通ルールを順守
し、交通安全につい
て意識していると回
答する区民の割合：
前年度以上

交
通
安
全
運
動
の
推
進

・チラシやポスターの配架等
（各交通事故防止運動期間中）

・SNSを活用した広報啓発活動

春・秋の交通安全運動（17地域）
（地域や警察、企業等と連携）

交通安全への意識が高いまち

放置自転車の多い場所にトリックアートを用い
た路面シートを設置

めざす状態（概ね３～５年間を念頭に設定）
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区の施策について多様な区民ニーズや意見を把握し、
適切に対応するとともに、区政に反映することで、地域
実情に応じた住民参画型の区政運営が行われていること
を、多くの区民が実感している。

区民アンケートで区役所が様々な機会を通じて区民の意
見やニーズを把握していると感じると答える区民の割
合：令和４年度末までに45％以上

区政会議をはじめとする各種会議、市民の声や各種ア
ンケート調査などにより、区民のニーズを把握し、適切
に対応するとともに、いただいた意見や課題から改善策
を区政に反映するPDCAサイクルを徹底して行うことで、
地域実情や特性に応じた住民参画型の区政運営を行って
いく。

区政会議本会開催（3回）

部会別の会議・学習会を適宜開催

戦略

アウトカム指標

めざす成果及び戦略

検討項目 プロセス(過程)指標 具体的取組経営課題5-1 単年度
目標

区政会議において、各
委員からの意見や要望、
評価について、十分に
区役所や委員との間で
意見交換が行われてい
ると感じている区政会
議の委員の割合：90%
以上

区
民
等
の
参
画
に
よ
る

区
の
特
性
に
応
じ
た

区
政
運
営
の
推
進

意見への対応状況について委員へフィードバッ
ク

運営について委員アンケート等を実施し、改善
を図る

区民アンケートで日常
生活に関する相談や要
望を行った際に、区役
所が区民に身近な窓口
として、適切に対応し
たと感じると答える区
民の割合：70％以上

広
聴
相
談
・
総
合
窓
口

機
能
の
充
実

身近な総合窓口として関係部署と連携して区民
のご意見の解決に取り組む

「市民の声」を迅速確実に回答・適切に事務改
善につなげる

区政会議において、各
委員からの意見や要望、
評価について、適切な
フィードバックが行わ
れたと感じる区政会議
委員の割合：80%以上

取組結果についての積極的な広報

論点が絞られたわかりやすい資料作成

区民ニーズを的確に把握し
反映する住民参画型の区政運営

区政会議の場におけるやりとりを含めた区の対
応をホームページで公表

ＷＥＢ会議でも開催できるようにする

めざす状態（概ね３～５年間を念頭に設定）
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区役所からの適切な情報発信により、区民が必要とす
る情報を望む時に容易に入手できる。
また、多くの区民の自助・共助の取り組みを喚起する

広報が行われている。

区民アンケートで区のさまざまな取組（施策・事業・
イベントなど）に関する情報が伝えられていると感じる
と答える区民の割合：令和４年度末までに 40%以上

「広聴を広報につなげ、問い合わせを削減する」「行
動につなげる広報の充実強化」の取組を進め、発信する
情報の質を高める。

広聴及び過去の広報の分析に基づいた
広報紙や各種通知の同封ビラ等作成

広報紙、ホームページ、 SNS 、広報板等での情
報発信

戦略

アウトカム指標

めざす成果及び戦略 検討項目 プロセス(過程)指標 具体的取組

経営課題5-2
単年度
目標

区
民
が
必
要
と
す
る

情
報
発
信
の
強
化

SNSフォロワーの募集及び積極投稿

区民アンケート
で「区役所の広
報をきっかけに、
誰かに情報を伝
えたり、自身の
考えを見つめな
おしたり、必要
な手続きを行う
など、何らかの
行動を起こした
ことがある」と
答える区民の割
合：25％以上

行
動
に
つ
な
げ
る

情
報
発
信
力
の
強
化

広報シートの内容精査
（過去の広報の効果検証も踏まえたうえで、行
動に繋げるコンテンツの作成）

・広報紙の取材記事を充実させる等、表現や広報
手法への工夫（イベントや自助・共助についての
広報を行う際、行動を喚起することを意識）
・ホームページの活用

令和３年度末の
SNSフォロワー等
数：前年度末比
700名増

伝えて、行動につなげる
情報発信力の強化

めざす状態（概ね３～５年間を念頭に設定）
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区役所が「区民の役に立つ所」として、来庁
者に寄り添いながら、その目的を効率よく確実
に達成できている。

「区役所来庁者等に対するサービスの格付
け結果」において、区役所来庁者等サービス
の調査・評価結果のうち窓口サービスエリア
の評価：3.0（民間の窓口サービスの平均的な
レベル）以上

区役所職員及び窓口サービスの受託者のス
キルアップを進め、迅速・確実かつ来庁者に
寄り添った窓口運営を行うとともに、区役所
以外で手続きできる窓口の周知や快適な庁舎
づくりの取り組みを進める。また、区民の満
足度を高めるためのサービスの充実も引き続
き行っていく。

戦略

アウトカム指標

めざす成果及び戦略

検討項目 プロセス
(過程)指標

具体的取組経営課題5-3

民
間
活
力
・Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た

窓
口
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

単年度
目標

コンビニ交付
件数を前年度
比5％増

心
地
よ
い
窓
口
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
や

利
便
性
の
向
上

来庁者アン
ケートで「本
日のサービス
について満足
している」と
答えた区民の
割合：90％以
上

区役所内広報モニターにて出張所取扱業務ＰＲ

出張所取扱業務周知ポスター掲出(近隣の駅･広報板)

個人番号カード交付時のコンビニ交付チラシの同封

東淀川井高野郵便局周知ビラの配布

Twitterによる他拠点案内の発信

待合フロア(出張所含む）でのヒーリングCDによる
BGMの活用

窓口業務委託
住民情報窓口、保険年金窓口、総合案内(1階) 、
保健福祉課総合相談窓口(2階)

待合フロアでの絵本等の設置及び貸し出し実施

出生届出者への記念品の贈呈

待ち状況をWEBで確認できるシステムの活用

東淀川区オリジナル婚姻届の窓口無料配付

Twitterによる繁忙情報などの発信

遠隔手話・外国語通訳機能を持つタブレット端末の
活用（総合案内窓口等）

広告機能付電子番号表示機の使用

快適・迅速・確実な
窓口サービス

めざす状態（概ね３～５年間を念頭に設定）
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職員ひとりひとりが、「市民志向」「チャレ
ンジ精神」「プロ意識」を持ち、区民の役に立
つ区政を担っている。

東淀川区の発展のために尽力したい、東淀
川区を今以上に良くしていきたいと思う職員
の割合：令和３年度末までに90％以上

継続的に業務の効率化を図りながら、着
実・確実な事務処理、コンプライアンスの確
保等の取組を進める。また、常に区民の視点
に立ち、自らの職務に取り組み、失敗を恐れ
ず、広い視野と豊かな想像力、先見性を持っ
て職務に挑戦することや、仕事を成し遂げる
高いプロフェッショナル意識を持ち職務に取
り組むことができるなど、自ら学び考え行動
する自律した職員づくりを進めていく。

コンプライアンス研修、個人情報保護研修、服
務研修（全職員）各１回

戦略

アウトカム指標

めざす成果及び戦略

検討項目 プロセス(過程)指標 具体的取組経営課題5-4 単年度
目標

職員アンケートの実施

コンプライアンス推進強化月間の取組み １回

事故防止強化月間の取組み １回

他区の不適切な事務処理事案を共有し、同様事
案について各課で改善策を取り入れる

各課において５Ｓ活動及び標準化・内部統制の
取組み

接遇マナーアップ研修(新規採用者及び転入者)1
回

職員人材開発センターや外部講師による研修

それぞれの職階の役割の明確化

不適切な事務処理の発生件数：
０件

着
実
・
確
実
な
事
務
処
理
、

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
確
保
等
の
取
組
み

覆面調査において、職員の接遇
マナーが民間の同種サービスと
比較して平均レベル（５点満点
中３点）以上

「区役所来庁者等に対するサー
ビスの格付け結果」において、
☆☆（民間の窓口サービスの平
均的なレベルを上回るレベル）
以上

５Ｓや標準化など自ら業務改善
に取り組むことができている職
員の割合：75%以上

個人情報事務処理誤り等発生件
数：０件

効
果
的
な
施
策
を

企
画
・立
案
・実
行
す
る

主
体
性
・チ
ャ
レ
ン
ジ
意
識
を
持
っ
た

職
員
づ
く
り

区民の役に立つ
区役所を担う職員づくり

めざす状態（概ね３～５年間を念頭に設定）
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